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横井通晴教授　履歴･業績
生年月日
現住所
家　　族
〔学　歴〕
昭和33年3月
昭和35年3月
昭和37年3月
昭和43年3月
昭和46年3月
昭和57年9月
〔職　歴〕
昭和37年4月
昭和41年3月
昭和44年4月
昭和46年4月
昭和48年4月
昭和54年4月
平成18年3月
昭和12年3月4日(満70歳)
東京都稲城市平尾2 -37- 8
妻　佐知子
県立静岡高等学校卒業
国立静岡大学　法経短期学部卒業
早稲田大学第一商学部卒業
早稲田大学大学院商学研究科修士課程修了
早稲田大学大学院商学研究科博士課程修了
商学博士(早稲田大学)
川崎化成工業㈱入社
川崎化成工業㈱退社
専修大学経営学部助手
専修大学経常学部講師
専修大学経営学部助教授
専修大学経営学部教授
専修大学経営学部定年退職
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〔最近の主要な社会活動(平成以降に限定)〕
平成元年9月一平成2年3月
級研究員
平成2年4月一平成7年3月
平成2年4月一平成3年3月
平成5年4月一平成9年3月
平成5年4月一平成9年3月
フルブライト資金によりハーバード大学上
放送大学客員教授
NHK会計制度研究会
公認会計上第二次試験委員
H本パーソナルコンピュータソフトウエア
協会｢税務調査小委員会｣座長
平成6年4月一平成9年3月　情報サービス産業協会｢価格決定委員会｣
委員長
平成7年9月-平成8年3月　情報処理振興事業協会
｢ソフトウエア担保価値委員会｣委員長
平成8年9月一平成9年3月　情報処理振興事業協会
｢ISV資金調達環境整備委員会｣委員長
平成8年12月二11f･成9年3月　ロンドン大学(IJSE)大学院客員教授
平成9年4月一平成11年3月　日本パーソナルコンピュータソフトウエア
協会｢経常管理システム委員会｣委員長
平成10年3月一平成13年3月　公認会計士試験第三次試験委員
平成10年9月一平成19年3月　早稲田大学大学院アジア太平洋研究科客員
教授
平成10年9月一平成11年6月　中小企業庁｢ニューサービス研究会｣委員
長
平成10年9月一平成11年6月　全ソ連｢ソフトウエア活性化委員会｣委員
長
平成11年2月一平成12年2月　通産省｢電気事業審議会｣委員
平成11年2月一平成13年2月　NHKデジタル化検討委員会委員
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平成13年9月一平成16年8月
平成15年7月一
平成15年9月一平成18年3月
平成16年1月一
平成16年7月一
平成17年2月-
平成17年4月一
平成18年7月一
平成18年7月一
平成19年3月-
日本原価計算研究学会会長
NTドコモ監査役
日本学術振興会専門研究員
(独)情報処理推進機構監事
(柵SRA監査役
産業構造審議会臨時委員
市場化テスト推進協議会会長
東京医科大学監事
早稲凹大学商学研究科客員教授
総務省独立行政法人評価委員
〔経済産業省関係の委員会報告書〕
昭和62年3月　社団法人　情報サービス産業協会
『情報サービス産業の原価計算に関する研究』報告書(部会長;楼井通
晴)
平成4年3月　ソフトウェア情報センター
ソフトウエアの資産性に関する検討委員会『ソフトウエア会計実務指針
(莱)』 (委員長;楼井通晴)
平成8年3月　社団法人　情報サービス産業協会
『ダウンサイジングに対応した原価管理の調査研究-オープンシステム
における情報化投資の評価とソフトウエアの　価値と価格-』(委員長;
横井通晴)
平成8年3月　情報処理振興事業協会(硯･情報処理開発機構)
『ソフトウエア担保融資研究会報告書』 (座長;楼井適時)
平成9年6月　情報処理振興事業協会
『ソフトウエア･ベンダー資金調達環境研究会報告書』, (座長;横井通
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晴)
平成10年2月　日本パーソナルコンピュータソフトウエア協会『経営管理
に関する調査研究』報告書, (座長;楼井通晴)
平成11年2月　全国ソフトウエア協同組合連合会『ソフトウエア業界にお
ける活路開拓ビジョン調査』報告書, (委員長;楼井適晴)
平成11年3月　日本パーソナルコンピュータソフトウエア協会『経営管理
に関する調査研究一業績評価とABC (Activity-Based Costing.'活動基
準原価計算)に関する調査研究-』報告書(座長;横井通晴)
平成11年3月　社団法人　情報サービス産業協会
『行政情報化投資評価のガイドラインー平成10年度行政情報化委員会報
告書-』 (アドバイザ;横井通晴)
平成12年1月　全国ソフトウエア共同組合連合会
『ソフトウエア業界における活路開拓ビジョン調査一平成10年度　中小
企業活路開拓調査･実現化事業-』 (委員長;横井通晴)
平成12年1月　全国ソフトウエア共同組合連合会
『官公庁のシステム開発ジョイントベンチャー導入手引書』 (委員長;楼
井通晴)
平成12年3月　情報サービス産業協会
『バランスト･スコアカード活用による情報化投資評価の研究』 (委員
長;樺井通晴)
平成12年3月　日本パーソナルコンピュータソフトウエア協会
『経営管理に関する調査研究』報告書(座長;横井通晴)
平成14年1月　全国ソフトウエア共同組合連合会
『官公庁のシステム開発-コンソーシアム方式導入手引書』 (委員長;楼
井通晴)
平成14年12月　経済産業省商務情報政策局
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『汀スキル･スタンダード協議会』報告書(座長;樺井通晴)
平成16年3月　経済産業省商務情報政策局
『情報システムの政府調達に係るSLA導入研究会』 (座長;横井通晴)
平成16年3月『行政サービスの外部委託に関するビジネスプラン研究
会』報告書(委員長;横井通晴)
平成17年3月(独)情報処理推進機構ITスキル標準センター
『汀スキル標準における運営活動の方向性について(報告案)』 (委員長;
横井通晴)
平成17年5月　知的財産権投資協議会『知的財産権投資協議会　第二期報
告書』 (会長;横井通晴)
平成17年12月　経済産業省商務情報政策局
『CIOの機能路実践に関するベストプラクティス』 (座長;楼井適時)
〔賞　歴〕
昭和53年　日本会計研究学会　学会賞
対象; ｢原価計算対象の変遷｣ 『会計』森山書店
昭和57年　日本公認会計士協会　学術賞
対象; 『アメリカ管理会計基準研究』白桃書房
平成4年　日本経営協会　経常科学文献賞
対象; 『企業環境の変化と管理会計』同文舘
平成7年　日本会計研究学会　太田賞
対象; 『間接費の管理』中央経済社
平成11年　日本内部監査協会　青木賞
対象; Integrated Cost Management, Productivity　Press,
1996.
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主要業績
著　雷
『会計のためのビジネス･システムの設計』(翻訳･監訳)ダイヤモンド社　青木戊9iJ監修共著　昭和45年9月
『現代簿記論』中央経済社　柘植敏治共著　昭和46年4JJ
共那現代会計学入門』中火緯済社　井下武厚共著　昭和46年10月
翻訳書『AAA原価･幣押会計甚準』(翻訳･監訳) lFT央経済祉　昭和50叫10月
｢AAA原価概念および基準委ii会｣など10項目『改訂　会計学事典』中央解消社　人rH･佐藤･番場監修共著
昭利53年･12Jj
『経常原価計算論』中央経済社　昭和54年4fJ
｢原価管押｣津曲直舶編集『管理会計』同文舘　昭和54年12月
｢収益性の内部報告システム｣染谷恭次郎編災『収益性分析』同文舘　昭和54年16FJ
『管稗会計論(第4苧　原価管押)』同文舘　横浜市立入学会計学研究室編　Ll榊H54il･-･9)-I
『原価計常(第4章　個別原価計算)』有斐閣　津曲帝舶編　昭和54咋12JJ
｢CASBの原価計算基準とそのインパクト｣岡本清編集『現代の原価討論』凶元書房　岡本清編著共著　昭和56年3月
『AA原価管理会計基準　増補版』中央緯済社　青木茂T,監修　横井通晴訳著共著　昭和56年6月
｢第10申　設備投資の意思決定｣ 『背理会計の基礎机瓶』中央経済社　岡本晴編著共著　昭和57年5月
『原価計算<推論と計算>』税務経理協会　昭利58'rlミ2月
舶著者『ソフトウェア原価計算　一原価管理･価格決Jjg･資産評価のために一』白桃書房　横井適昭他者　昭和62年7JJ
編若者『ハイテク会計』同友館　岡本清･宮本匡草共著　平成元年4)∫
Uapanese ManagementAccounting』 ProductivityPress　門川安弘(編者)共著　平成元年--12fJ
『管理会計』放送入学教育振興会　平成2年3月
『企業環境の変化と管理会.汁』 rLi]文舘　平成3咋8月
『研究開発費の戦略的運用ハンドブック』のなかの｢研究開発費の管押会計は､いかに行われるべきか｣の帝
アーバン･プロデュース　平成4年2月
『間接費のJT1･理　IABC ABMによる効果牲串[視の締常-』中央経済社､I'l成7年3月
『経営のための原価計算』 tlJ央鮮済杜　平成7年12月
編著E･『会計学の基礎』第1草会計学の意義とH的､第10車管理会計､第12帝第2節国際管坤会計　中央経済社
lfHH･竹林共著　平成9年4月
『管理会計』同文舘　平成9年9月
編著者『エマージング･ソフトウェア会社のファイナンス戦略』序申　コンピュータ･エイジ社
傑井通晴･村卜敬魔･延噺存一･上井宏文編著共著　平成9年9月
編若者『わが国の経理･財務組織』第1-第3帝　税務経理協会　平成的ミ10JJ
舶著者『パソコンソフトウェアの会計と管理』第1や､第6帝　中央経済社　共著　平成9年10月
鮎著者『ベンチャー企業　成長戦略への指針』コンピュータ･ニュース杜　共著　平成10年8月
『新版　間接費の管確』中火締済杜.平成10年10JJ
編著者『ソフトウェアの価格決定の理論と実務』中央経済社　平成10年12月
｢キャッシュフロー経常の意義｣ 『キャッシュフロー緑営と会計』中央経済社　楼井通晴･佐藤倫止編著　平成11年2月
『管押会計　第2版』同文館　平成12年2月
『ABCの基礎とケーススタディ』束洋緯済新報社　平成12年6月
『ソフトウェア管坤会計』 Lrl桃番房1'-･成13年5月
編著者『管稚会計の3つの手法　-EVA､ASC､BSC-』中央経済社1;･成14年6月
編著者『l企業価値創造のためのABCとバランスト･スコアカード』同文舘1'-･成14年11月
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『バランストスコアコード　一神論とケース』同文館IY'･成15年8月
『バランストスコアカードによる　企業価値の創造』 Ful文舘　平成15年9月
『管理会計　第3版』同文舘　平成16年4月
舶箸肴『改宗J版　ABCの濃礎とケースタデイ　ABCからバランストスコアカードへの展開-l　東洋経済新報社
平成16年5月
『知的財産権投資協議会　第　一期報'ut-･割　知的財産権投資協議会(委員長)平成164r:-5月
『コーポレート･レピュテーション　一丁会社の評判をマネージメントする｣一一一』巾央経済社1'J･成17勺三4月
『ソフトウエア管理会計　第2敬　一IT戦略の構築』 【'畑E書房　平成18年5月
学術的論文
｢匹は費の分類｣(青木セミナー) 『企業会計研究』第5号　早稲田大学院商学研究科　昭和42年7月
｢価値分析とコストマネジメント｣ 『経常Jk務』企業経営協会　昭和42年9JJ
｢固定費計画会計論｣修士論文　昭和43年2月
｢製造間接費差異分析法の舛検討　一標準原価計算制度における変動予算一一｣ 『座業経理』 lHJ文舘　昭和44年10月
｢情報システムと管理会計｣ 『早稲ltl大学商学研究』昭和45年2Jj
｢息臥決定原価と原価計算システムの統介｣早稲‖大学Ilf一木ゼミ171･理会計研究会　uli利45年12日
｢AAA原価計算･背理会計基準の研究｣.-AAA原価基準の方】F･1- 『一馴l参経営学論集』9号　昭和46年2JJ
｢管PP.会計情報の特質　--その基礎的前提と基準の･考察-｣ 『馴番人学経営研究所報』第13号　昭和46年5)i
｢AAA管坤会計委員会報告斉の研究｣窄ミニ理会計の意義本質および適用領域をめぐって一一『専修経`針jf:論集』第11号
R榊U47年3月
｢,Tq･押会計の意義本質および重安性｣ AAA1958年度管坪会計委臼会報H溝をめぐって一『軽業経理』
廠業経理協会　昭和47年8日
｢個別計画のための原価概念｣ AAA1955年度黍とi会報符杏をめぐって- 『専修経常学論集』第12号　昭和47年11月
｢AAA､原価､管理会計盈準の考察｣ 『企業会則　中央経済社　昭和48年1月
｢アメリカの原価計算基準<解説.訳文および訳註>｣ 『専修大学経常研究所報』第18号　昭和48年3日
｢ガーナ-原価計算の歴史的発展｣ 『専修経営学論集』第14号　昭和48年10月
｢原価計昇の起源･完成期に関する本質論的考察｣ 『会計』昭利49年1月
｢物価水準変動問題への管理会計的接近｣ 『税経適イ言』昭和49年1Jj
｢アメリカの管理会計の新動向｣-AAA1972年節理会計コース委員会報告吾の検討一一『税経通信』No.8
税務締矧姦会　昭和49年7JJ
｢原価計算甚準における原価の本'BL側室の限舛｣ 『刺客経常学論集』第16ぢ･昭和4911T:-12)∫
｢管理会計におけるレ.)バレンス概念の検討｣ 『馴妄入学経営研究所報』昭和50年6日
｢鮮営J京価計常の構想｣ 『経常実務』昭利50年7JJ
｢午冒甲会計への隣接諸科学導入の理論的研究｣一管珊会計関係のAAA委員会報'L7番をLrj心にして-
『刺傷経′計17':論集』第19号　昭利50年1(川
｢『鹿礎的会計理論』以降の管理会.汁の理論的展開(第34凹入会J7:会報Tr;-)｣ 『会計』第109巻　第2号
『‖本会.汁研究学会誌』昭和51牛2月
｢利益計l抑二おけるリニア･プログラミングの清川｣ 『会計学研究』Vol.1剰I客人学会計研究所　昭和51年3JJ
｢閲示制度としての新製造原価報告芹の提案｣ 『企業会計』 HJL綿151年8Jj
｢アメT)カ悦価.iJト算実態の･考察｣一契約原価算定のディスクロ-ジュアーステ-トメント『税軽通倍』Vol.31 No.14
昭利51年1日J
｢インフレーションと投資プロジェクトの評価｣ 『企業会計』昭和52年111
｢Jii.:llHh汁算による価格決定の諸問過　一一経済モデルとの対比において｣ 『刺客経常研究年報』昭和52年3JJ
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｢原価概念と企業行動｣ 『企業会計｣ H桝‖52年5JJ
｢T二梓別総合原価計算｣ 『原価計算ハンドブック』税務経坪協会　神7i大学会計学研究峯編　昭和52年5月
｢予算管理原則の研究｣ 『専修経営学論集』第23T,-　FJL]J和52年6Jj
｢セグメント別計算の管理会.汁的視点｣ 『企業会計』昭和52年10月
｢管理会計の系譜｣青木戊男の記念論文鮫『近代JTl･埋会計論　第4帝』で掲載　中央経済社　昭和52年10月
｢管珊会計における報告システムと介業行動　-.特に内部収益性の報告システムについて-｣ 『専修緯常学論集』第24ぢ-
nr紺153Ji:-3月
｢予算制度と原価計算｣ 『会計`､y':研究』第2号　昭和53年3月
｢原価加算契約における価格設'jEの基本的件格｣町政業会計』昭利53年5月
｢MAP委£1会｣ ･項目『第3版　会.汁学事典』追補　同文舘　神Jl一大学会計学研究室編　昭和53年5月
｢lh:接原価計貨における期末調整(日本会計研究学会原価計算基準特別委員会報告)｣ 『専修経営学論集』第26号
昭和53年7JJ
｢直接原価計算における直接労働費の取り扱いについて　値接労働費は直接原価費か期間原価か-｣ 『産業経理』
昭和54年3月
｢『原価計算基準』改訂の動向を探る｣ 『会計ジャーナル』昭和54年5月
｢細(価計常基準』改訂に関する`'デ:会の動向｣ 『馴多祥常学論集』第28与‡ l獅口54年8月
｢CASBの原価計算基準とそのインパクト｣ 『企業会計』Vol.32　No.1日珊155年1JJ
｢CASBの原価計算基準研究｣ 『専修碑常学論集』第29号　昭和55年2月
｢珊理会占H背報選択の基準I AAA香り会報告書を中心に- ｣ 『産業経理』Vo1.40　No.4　昭和55年4月
｢社会責任会計の課題とその判起｣ 『馴客経営学論粂』第30号　昭和55年8月
｢隣接諸科/i:と管理会計｣ 『税経通信』Vol.35　No.10　昭和55年9jj
｢管伸会計体系における会計の論理｣ 『会計』第118巻　第5P,･昭和55年11才]
｢価格政策と原価情報｣ 『企業会計』Vol.32　No.11昭和55年11月
『アメリカ節理会計展準研究』 FLl桃斉房　昭和56年2月
｢コスト･プラス･プライシングの会計的性質｣ 『専修経常研究年報』第5ぢ･昭和56年3月
｢管理会計における隣接諸科学研究について｣ 『専修経常学論集』第32号　昭和56年9月
｢環境変化に対応する予算編成｣ 『企業会Hl.』 H桝口57年2月
用心価計算基準』への提言｣日本会計研究学会　昭和57年6月
｢J)'(:業構造の変化と『原価計算基準』｣ 『専修経営学論集』第34ぢ･昭利57年9月
｢本社費配賦の推論と実際　一失米企業の実態調査をもとに-｣ 『会計ジャーナル』Vol.15　No.3　昭和58年3月
｢日米節理会計実践比較　一特に予算常軌二ついて-｣ 『経常実務』昭和58年6月
r管理会計実績の同際比較｣ 『刺客経営学論集』第36号　昭和58年7月
｢資本利益率(ROIとわが凹の経済成長)｣ 『企業会計』Vol.35　No.10　打糊口58年10月
｢わがL~RI/ト'_産性の論点　一一FF_敵件の経常･会計的分析｣ 『企業会計』 P'uJ利59年6月
Japan's ProductivityGrowth : A Managerial and AccountingAnalysis Industrial Management (#)
ulii‖59勺:･12月
｢会汁羊研究の方法｣ 『-t+稲凹入学商学研究紅紫』第20才　uJuJl;n60年2月
｢FMSと管理会計の新展開｣ 『企業会計』Vol.37　No.2　昭利60年2月
Performance MeasurementTechniques and Goal Setting 『専修経営学論集』第39ぢ-　昭和60年2月
｢規代の価格決定実践｣ 『産業経理』Vol.45　No.1昭和60年･4日
｢ソフトウェアの会計と管理｣ 『介業会計』Vol.37　No.6　昭和60年6月
｢コンピューターソフトウェア会計の諸間組｣ 『専修経営学論集』第40ぢ･昭和60年7月
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｢ソフトウェアの会計研究の課題(1)｣ 『会計』第128巻　第1号　昭和60年7月
｢ソフトウェアの会計研究の課題(2)｣ 『会計』第128巻　第2号　昭和60年8Tj
｢幣稚会計の今後の方向｣ 『会計ジャーナル』Vol.17　No.11即絹u60年11月
｢ソフトウェア会計の論点　-ソフトウェア税務と会計処裡-｣ 『税鮮通信』Vol.40　No.13　昭和60年11Jj
｢コンピュータ･ソフトウェアの資敵性｣ 『企業会計』Vol.37　No.12　昭和60年12月
｢FA化はコントロール･システムをどう変えるか｣ 『DIAMONDハーバードビジネス』'86.3　ダイヤモンド社　昭和61隼2)I
｢ソフトウェア原価計算の機構｣ 『産業経押』Vol.46　No.1昭和61年4月
｢経理部機能の革新を求めて　-総括｣ 『旬刊　鮮矧ヾi報』No.451 R珊161年5月
｢ソフトウェア開発会社の擬価管稚｣ 『経営実頗』4､5　昭和61年6月
｢ソフトウェアは資産か費用か｣ 『コンピュートピア.q6月号　昭利61年7月
｢ソフトウェア擬価管理｣ 『産業経理』Vol.46　No.2　昭和61年7jl
｢ソフトウェア開発11.程と資酸性｣ 『会計ジャーナル』Vol.18　No.8　昭和61年8日
｢わが川の価格決')iiに関する実glti的研究　アメ1)かカナダ介業との対比において｣ 『専修経営学論集』第42r,3･
H7n'祁61年9日
｢高度情報社会とソフトウェア会計｣ 『原価計貨』No.283　昭和61年10月
｢わが国の価格決定実践｣ 『企業会計』Vol.38　No.11日桐口61年11j=j
｢変革胤こおける管理会計研究の方法｣ 『会計』第130巻　第6号　昭J和61年12月
｢ソフトウェアの資産性と開示について｣ 『会計』第131巻　第4,L'J･昭和62年4月
｢高度J｢l事j一報社会と命菜経営の変芥｣ 『企業会r汁』Vol.39　No.4　昭和62Jli4月
｢売fl_税とソフトウェア会計｣ 『税務鮮押』 r桝口62年6))
｢ソフトウェアの資産性と開示｣ 『会計』第132巻　第1号　昭和62年7月
｢ソフトウェア原価計算の実態｣ 『企業会計』Vol.39　No.9　昭和62咋9月
｢ソフトウェア原価の分類基準と製造原価経てIi酋｣ 『経営実務』第401ぢ･共著　昭和62年9JJ
FactoIY Automation and Its Impact on Management Control Systems : A Japanese SuⅣey, with Huang. Philip
Y. 『馴家人ノ､jf:経常研究所報』第76号　昭和63年2月
｢FA l二場における原価管理　わが国i三愛lJt菜の訪問調食中間報告一一｣ 『社会科学年報1988』第22号
11銅n63年3日
Software Cost Accounting Mechanism in Japan, wi仙Growney, Wallamce J. 『専修経営学論集』第45号
H銅n63Ll:･3JJ
｢ハイテク環境下における原価企Ld7f(目標原価)のイJ`効牲｣ 『企業会計』Vol.40　No.5　中央経済社　昭和63年5月
｢工場FA化による管理会計システムの変革｣ 『DIAMONDハーバードビジネ刈　昭和63年5))
｢FA工場における管理会計制度の実態(Huang氏と共l司論文)｣ 『刺客経営学論集』第46号　昭和63年9月
Cost Accounting for So氏ware 『情報科学』第13集　昭和63年9月
｢FAの導入と符稚会計システムの変r.軒　-日米の比較において-｣ ､1;･成)亡年1月
Fact()JY Automation : The Japanese Experience Engineering Management, Vol.36　No.3
PhilipY. Huang典著　平成元年8月
｢アメリカのソフトウェア会計事情｣ 『経営実務』第424号　平成)亡年81J
AnAssessment of Factory AutomationinJapan : A GeneralMail Survey Manufacturing Review, Vo1.2
Philip Y. Huang共著　平成jt年9月
｢産業の樵規と管理会計実践｣ 『馴歩経営学論剰範48[,;･ ､平成元年lO月
｢ソフトウェア原価管秤調査団レポート｣ 『産業経坤』Vol.49　No.2　平成元年12日
Target Costing and How to Use iL TheJournal of Cost Management, Vol.3　No.2　平成元年12月
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Japanese Management Accounting Practices in Advanced Manufacturing Environments
『QM』1990.2　第13号　QM研究所1'J-成2年2月
｢ [.F潮的製造間接費背理の'k態｣ 『命菜会計』Vol.42　No.3　Robin Cooper共著lllj-成2年2月
Japanese Practice of Overhead Management 『尊修入学経常研究所報』第91ぢ一　寸'i成2年6月
｢ソフトウェア会計:資産計LFiuH処理(1)｣ 『会計』Vol.137　No.6　平成2年6JIj
｢ソフトウェア会計:資産.2.日`上､費川処理(2)｣ 『会計』Vol.138　No.7 ､ド成2年7月
｢ソフトウェアの会計処理に関する実態調査　一朋査結果の分析の概安一一一｣ 『企業会計』Vol.42　No.7　平成2年7Jj
｢活動甚準原価計算の計算原理とその特徴｣ 『産業経理』Vol.50　No.2　平成211:･7月
｢Ⅰ■"'.質原価の測延と評価｣相即7'.'実務』第436lJ ､ド成2年8月
Capitalization on Expense for Software : Japanese Survey 『刺客経営学論集』第50 1]
McGee and Scarbrough共著il':成2勺:･9日
｢ライフサイクル･コスティング　ー概念とその活IfJ法一一一｣ WJICPAジャーナル』Vol.12　No.11平成2年11月
｢ I-.場の日動化と管稚システムの変化｣ 『専修緯骨研究勺･'･報』No.15 1;･成2年12FJ
｢ソフトウェア会計基準の設iT.｣ 『緯仲llF-]{辛馴　平成3it･-･6日
｢規代わが川崎価管理の課過｣ 『税経セミナーL打Vol.36　No.9　平成3年7月
｢ソフトウェアの資産性｣ 61税経通ィ.I.'』Vol.46　No.14　642弓･平成317-J･11月
Japanese Management Accounting Practices and the Effects ofAsscmbly and Process Automation,
Managemeni Accounting Research Vol.2: (I_i)ndon)平成3年1川
｢規代わがL並Ⅰの原価管理のあり方｣ 『会計人コース』平成3咋12月
｢流通菜のJTl･埋会計｣ 『 1:.JlI人)､デ: 1二学部紅紫』第26り･平成3il:･12日
｢余業の情報処理部門費の管押｣ 『l別家経営学論集』第53ぢ･平成4年1月
｢ソフトウエア会計鹿準制定のL･]一能性｣ 『税務弘報』Vol.40　No.2　平成4fF-2Jj
｢ソフトウェアの資産件に関する検討について｣ 『JICPAジャーナル』Vol.4　No.2　平成4年2jJ
｢ソフトウェア会計実務指針の)良木的枠組み｣ 『企業会計』Vol.44　No.2 1平成4年2JJ
Priceig Methodology for Computer Software 『)〟-修入学縦′削肝究所報』第100弓-　平成4年3月
｢研究相子巨費の管椎会計｣ 『別を経営学論集』第54ut,･平成4年3jJ
｢現代アメリカ管理会,汁の菟本的特徴｣ 『会計』第141巻　第4',I '1'･成4年4日
｢わがIJiH京価管理の実態｣ 『産業群埋』Vol.52　No.2　平成4/LF7月
｢CIM時代の原価管押制俊の愛車｣ 『DIAMONDハーバードビジネス∬une -JuLy, 1992　平成4年7ノJ
｢わがl去旧理会計システムの実態　CIM企菜のノ実態調香分析｣ 『専修粁常学論駁g第55F3-　平成4年10月
｢i.fT一動鵜準原価節理のわが問の管理会計押論と実務への影響｣ 『介業会計』Vol.45　No.4 11iL成5年4日
Accounting for So氏ware Costs in the United States and Japan : kssons from Differing Standards and
Practices, 77u! InternationalJ()urnal of Accounting, 28: Paul Scarbrough & Robert McGee共著
､書'-･成5年6月
｢iLTf動甚準原価管坤のケーススタディ｣ 『企業会計』Vol.45　No.10 ､1;･成5年1OJIJ
｢インテグレーテットコストマネジメントの構想｣ 『企業会.汁』Vol.45　No.12　平成5年12月
｢経珊･財務の役割とその変･-f'･_' -締常の効率化をめざして-｣ 『専修経営学論集』第58り一　竹本達広･辻fF雄共著
平成6q:･3)j
川J:価介t叫の管理会.汁卜の意為(1)｣ 『税経通信』Vol.49　N().3　平成6年3月
｢船価余血の節理会計卜.の意義(2)｣ 『税経過f,言』Vol.49　No.5　平成6年4月
｢グローバ1)ゼ-ションと管坤会計の将来｣ 『産業経稗』Vol.54　No.1平成6年4日
Target Costing and Activity- Based Costing, Controlling ZeitschnP for Enfolgsorierte Unternehmenssteurung
Patrick J. Keating典常1'-･成6年4月
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｢間接費の管理とリエンジニアリング｣ 『マネジメント21』Vol.4　No.5　平成6年5月
｢製造間接費の配賦と管理｣ 『マネジメント21』Vol.4　No.6　平成6年6月
｢経営効率化と顧客満足の両､t/'.一一lABC /ABMの3業種への適用事例-｣ 『マネジメント21』Vo1.5　No.2　平成7年2JJ
｢問接費管理の現代的意義｣ F会計』第147巻　第3号　平成7年3H
Chargeback System for Computer Resources Consumption, No.21 Research on Accounting, Senshu University
平成7年3月
｢製造間接費の管理とABC｣ 『余業診断』Vol.42　No.4 1司友館､l'-･成7年4月
｢オープンシステムの投資評価　一新手法で戦略的効果まで見極める-｣ 『日経コンピュータ』 5 /15 ､F成7年5月
｢企業の経常パラダイムの変単二｣ 『LF"I.質(日本品質珊瑚学会誌)』Vol.25　No.3(1995年) 1'-･成7年8月
Past and Future of Japanese Marlagement Accounting, Joumal of Cost Management Vol.9　No.3　Fal1. 1995
1''-成7L+-･9月
｢けり接費の管椎とABC /ABM｣ 『企業会計』Vo1.47　No.10　平成7年10月
｢オープン化時代のシステム投資の評価｣ 『刺客経営学論集』節61ぢ･ ､f'-成7年10月
｢ABC(活動基準原価計算)｣ 『イノベーション手法胴l経ビジネス　平成7年12月
｢群論からみた管理会計研究の有用性　-.ABC /ABMでの理論と実務の乗離をめぐって一｣ 『企業会計』Vol.47　No.12
Tl7-成7年12月
｢経常パラダイムの転換と管稚会計の役割｣ 『JICPAジャーナル』Vol.8　No.1平成7年12日
｢ABC(Ul'動基準原価計算)｣ 『最新経常イノベーション手法50』日経ビジネス　平成7年12月
Integrated Cost Management, Productivity Press l'-1成8年1月
｢米l車1視察Ll報告　-オープンシステム下でのコストマネジメント｣ 『馴雛祭常研究年報』第20F,3･平成8年3月
｢幣押会計の現状と課題｣ 『会計憐149号　第4弓･平成8年4月
｢ABCの日本企業への適用可能性(1)｣ 『旬r-lJ　経押情報』 No.788　6--10日ぢ-　平成8年6)i
｢認知されたソフトウェア神保融資｣ 『営業推進』Vol.31 No.12　平城8年6日
｢ソフトウェア担保価伯の評価について｣ 『税経通信』712PJ-　Vol.51 No.7　平成8年6月
｢日米の競争ノJ比較　一一管理会計の視点から-｣ 『研究技術計画』Vol.10　No.1 /2(1995if･--)研究･技術計酔､芦会
平成8年6月
｢ABCの日本企業への適用可能件(2)｣町旬刊　経理情報』No.788　7-10r1号1''-成8年7月
｢ソフトウェア担保融資の促進｣ 『地銀協Jj報』第433ぢ･全国地方銀行協会　平成8年7月
cc'mparative Study of Financial 0rganizationinthe US and Japan 『専修碑常J';I:論集』第63号
Patrick Keating, "Patrick Mceabe", ``Masao Tsuji", `Tatsuhiro Takemoto"共B-･ ､†''･成8年9月
｢情報技術の発展と管理会計｣ 『企業会[汁』Vol.48 ､I''一成8年12月
Kostenmanagement, Wettbewerbsvolteile durch systematische Kostensteuerung, herausgegeben Yon
Klau㌻-Peter Franz und Peter kajuter, Schatfer-Poescllel Verlag Stuttgart 1997　平成8年12月
｢日本企業におけるABCの現状と課題｣ 『旬刊　経理情報』第811号､ド成9年2月
｢日本企業におけるABC導入の効果と問題点｣ 『旬刊　経枠情報』第812'uJ･平成9if･-･3J]
｢『擬価計算基準』改訂の必賀性｣ 『専修経常研究昨報』第21PJ･平成9年35]
｢締済環境の変化と管稗会計｣ 『会計』第151巻　第5号llj･成9咋5月
｢C /Sシステム環境下での価格決定の方式｣ 『産業経理』Vol.56　No.4(1997勺り　平成9年9月
｢ソフトウェアの価値と価格｣ 『専修経営学論集』第64TJ･半舷9年9jj
｢構造的不況下における術理会計制度｣ 『専修経営学論集』第65弓･平成10年lJJ
｢ABMの銀行業への適用｣ 『バンキング』第28巻　第1iJL ､];･成10年lJj
｢コストマネジメントからICMへ｣ 『企業会計』第50巻　第27L3･一､1'-･成10年2日
｢活動基準原価計算の革新性に関する離lii的考察｣ 『刺客大学経常研究所報』第124ぢ･ 1''･成10年2月
254
｢キャッシュ･フロー経営の意義｣ 『企業会計』第50巻　第7',3一　平成10年2月
｢ソニーのグローバル内部監査｣ 『yu-:査研究』第24巻　第3ぢ･平成10年3FJ
｢コストマネジメント導入と適用事例｣ 『バンキン』第28巻　第1号　平成10年3月
How Japanese Management Accounting Systems have Changed under StructuralOepression
『専修経営学論集』第66号　平成10年3月
｢ABCと制約理論との対決と共存｣ 『会計学研究』第24号　専修大学会計学研究所1;･成10年3月
｢ソニーにみるグローバル監査システム｣ 『DIAMONDハーバードビジネス』平成10年5月
｢アウトソーシングにおける業績測'jifと価格決定　一情報技術のバT)ユーペースト･アウトソーシングに関連して--｣
『馴参経'呂り､デ:論集』第67ぢ･平成10年11JJ
｢rIJ･理会計が経営戦略に果たす役割｣ 『会計人コース』Vo1.34　No.1 117･成11年1)∫
｢制約理論(TOC)と活動基準原価計算(ABC)｣ 『税軽セミナー』Vol.44　No.3 ､ド成11年2)1
｢情報技術を通じた政府関係機関の効率化IABC Technologiesのユーザーズ･カンファレンス報告-｣
『会計学研究』第25号､ド成11年3月
｢管理会計が経営戦略に果たす役割｣ 『馴参経営学論集』第68号　平成11年3月
｢11本におけるABC導入の塊状(調査)./アメリカの実状///総括｣ 『経営管理に関する調査研究』報告書､
日本パーソナルコンピュータソフトウェア協会(庵長)平成11年3月
｢情報技術とアウトソーシング｣ 『TISシステムナビゲーター』Vol.5(1999年)束洋情報システム　平成11年5月
｢わがl丘】企業の業績評価のあり方｣ 『企業会計』Vol.51 No.6　平成11年6月
｢ソフトウェア会計の基準化は何をもたらすのか　一日本企業にもたらすインパクト｣ 『旬刊　経理情報JNo.889　平成11年7月
｢世淋主要[軸こおけるテレコム業者の管理会計システム｣ 『専修経営学論集』第69弓･ ､ド成11年12月
｢官公げのシステム開発ジョイントベンチャー帝人手引書｣全国ソフトウェア協同組合連合会(委員長)平成12年1月
｢1tJ_･界も安1基lのテレコム管理会計システム　一日･米･英･独･豪の比較研究-｣ 『企業会計』平成12年2月
｢バランスト･スコアカードの日本於業への適用可能性｣ 『税碑通信』Vo1.55　No.3/ 770　平成12年3月
｢アメ7)カ政府関係機関における管理会計情報の清川11BCシステム適用の方向性-｣
『行政&ADP』Vol.36　No.3　421行政情報システム研究所　平成12年3jj
Cost Management in a MarketLed Pricing　-Target Costing and ABC一一『会計学研究』 ､平成12年3月
｢設備投資の採算性評価と過剰設備の廃棄･設備計画の見直し｣ 『Business ResearchJ910号　企業研究会
､l'-･成12年41J
｢バランストスコアカードの情報技術への適川　一情報システム投資との関係で一｣ 『専修経営学論集』第70号
平成12年6月
｢ソフトウェア会計基準､実務指針と税法LL)｣｢税経通信JVol.55　No.7 / 774　平成12年6月
｢バランスト･スコアカードの情報技術への適用　一一情報システム投資との関係で-｣ 『割を経営学論集』平成12年6月
｢ソフトウェア会計基準､実務指針と税法(下)｣ T税経通信』Vol.55　No.7 /775　平成12勺:･7月
｢バランストスコアカードの/I:.成･音Ii草とその特徴｣ 『産業経理』Vol.60　No.2′ 775　平成12年7月
｢銀行の収益件管稚｣ 『リージョナル･バンキング｣第50巻　第9号　平成12年9月
｢発生主義会t汁かキャッシュ･フロー会計か｣ 『会計プログレ刈創刊号　第1巻　第1弓一　平成12年9月
｢介業価値創造のための業績評価システム｣ 『労働時報』Vo1.3466　No.1平成12年11月
｢IT効率化のための管理会計の課題｣ 『企業会計』Vol.53　No.1平成13年1月
｢企業価値創造に役立つ管稚会計の役割｣ 『企業会計』Vol.53　No.2 1V-･成13年2月
｢経常T･法適用による行財政改革の新たな潮流｣ 『行政改革の新たな潮流｣政策課題ライブラリー　東京都職員研修所
li･成13年3日
｢バランストスコアカードとEVA､ABCの統合｣ 『企業会計』Vol.53　No.9　平成13年9月
｢硯代わが剛こおける業績評価指標のあり方｣ 『馴参経′呂'J'声論集｣第7313･平成13年9月
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｢戦略志向の組織体｣ 『Ⅰ.RBA Accounting Forum』No.9　早稲rfl入学産業経常研究所　平成14年1月
｢地方自治体の業務の効率化｣ 『速報税堆』第21巻　第4PJ･平成14年2FJ
｢バランストスコアカードの日本企業への有効性｣ 『専修経営学論集』第74号:ll'-･成14年3日
｢コーポレートスコアカードの意義と特徴　-プロセス志向のアナログ･ディバイス社の『BSC』-｣
『専修経常研究年報』No.26 i;-成14年3月
｢EVAと社内金利制度との結合｣ 『会計学研究』No.28　平成14年3月
Cost ManagementinJapan, Kosten-management, Wertsteigerung durch Systematische Kostensteueyung Sehaffe
Poeschel　平成14年5月
｢行政評価へのバランストスコアカードの適用　-シャーロット市へのバランストスコアカードの適用-｣ 『企業会計』
Vol.54　No.5　平成14年5月
｢バランスト･スコアカードの業績評価-の役_､'/),｣ 『軽業経理』Vol.62　No.2　平成14年7月
｢日本的管理会計構築を指向した理論構築　-バランストスコアカードにみる日本的適用-｣ 『会計』第162巻　第6号
平成14年12月
｢バランストスコアカードと経常品質向上への役､I/_ち｣ 『馴参経営学論集』第75弓一､r':成15年3月
｢バランストスコアカードを成功させるための提案｣ 『馴参経営学論集』第76ぢ･平成15咋3日
｢業績評価尺度の測定と選定｣ 『専修経常研究年報』No.27 1Y-･成15年3月
｢BSCの経営への役立ち｣ 『企業会計』Vol.55　No.5　平成15年511
｢情報システム投資の評価へのバランストスコアカードの活用｣ 『産業総理』Vol.63　No.2 ､ド成15年7)j
｢米加東菜の公的機関における管理会計手法の導入概紫とわが国へのインプリケーション｣ 『フアイナン刈Vol.39　No.4
平成15年-7月
｢外何の公的機関における管埋会1.汁手法の導入状況とわが何へのインプl)ケ-ション(1)｣ 『地方財務』No.590
人西淳也共著　平成15年7日
｢米凶･カナダの公的機関における窄理会計手法の軍人｣ 『ファイナンス』Vol.39　No.5　大所淳也･菅野裕人共著
､ri･成15年8月
｢外凶の公的機関における管理会計手法の導入状況とわが国へのインプリケーション(2) ｣ 『地方財務』No.590
人西淳也共著　平成15年9月
｢オーストラリア､ニュージーランドの公的機関における管稗会計手法の導入｣ 『ファイナンス』Vol.39　No.6
人西淳也･茂Ltr']賢吾共著1''-成15年･'-9月
｢和船こあたって　-ABCとTOCの対在と統今｣ 『OR　オペレーションズ.リサーチ』Vol.48　No.9 ､7;･成15年9JJ
｢バランスト･スコアカードと経常品質向上への役立ち｣ 『専修経営学論集』No.75 ill:成16年1月
｢企業再編と分権化の管理会計｣ 『刺客経常′lf:論集』No.78　平成16年311
｢ABC､EVA､BSCの企業価値創造への役割｣ 『会計人コース』Vol.39　No.4 ､f;-成16年31]
｢バランストスコアカードを用いた内部監査部門の評価｣ 『月ftj　監餐研究』日本内部監査協会　平成16年4月
｢企業再編と分権化の管坤会計上の意義｣ 『企業会計』Vol.56　No.5　平成16年5月
｢バランストスコアか-ドの起源｣ 『別宴経常学論集』No.77　平成16年7月
｢バランストスコアカードの起源｣ 『会計』第166巻　第1号､F戊16年7月
｢BSCによる経常戦略の実行と評価｣ 『UNISYS技報』通巻82 ､ド成16年8月
｢業績管矧こよる企業価値の創造とコーポレートブランド｣柑ISA会報』No.75　情報サービス産業協会Ilj･成16年10FJ
｢CSRとコーポレートレピュテーション｣ 『JLfI業経理』Vol.64　No.3　平成16年10月
｢本格化したコンテンツ.ファイナンスの研究｣ 『Right Now』10JJぢ･ γol.8 ､Ii･TJX1611:･10月
｢コーポレートレピュテーションとは何か｣ 『企業会計』Vol.56　No.12　平成16年1211
｢コーポレート･レピュテーションの評価指標｣ 『税経通信』Vol.60　No.1 ′844 1'--成17年1月
｢コーポレートレピュテーションの管理｣ 『税鮮通信』Vol.60　No.3 /846 ､ド成17年3月
｢BSCを清川したコーポレートレピュテーションの管坪｣ 『中央大学経稗研究所』Vol.48　平成17年3月
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｢コーポレートレピュテーションに資産性があるか?｣ 『会計』第167巻　第4号'7':成17年4)∫
｢会社の評判をマネジメントする｣ 『経済広報｣平成17年8jj
｢市場化テストのイi~効性と地方rj的体への導入課題｣ 『地方財務』　平成17年8月
｢コーポレートレピュテーションの現代的役割　-レピュテーション･マネジメントはキャッシュフロー砕常だ｣
『Right Now』12月frl,A Vol.15 1''･成17年12)i
｢内部6;.(,J溝とコーポレートレピュテーション　ー内部統制システムの変貌と内部監査｣ 『月刊　監査研究』2月号
､f'--成18年･2Jj
｢17)-城化テストの有効件と地JJ一自治への導入課題｣ 『会.汁』平成18隼2))
｢H本か業におけるCIO(情報担､L'I役£1)のベストプラクティス｣ 『専伸縮常′f':論集｣第82ぢ- ､F成18年3月
｢SOX法の卜でのIT統制システムのイ]∵効性　一一S()X法の採用は日本企業に介菜価偶の向上をもたらすか｣
『ノJ川　監査研究』No.8 ､f':成18年8月
｢管坤会計における無形の資産のマネジメント｣ 『企業会計』 '14成18年8月
学会発表
｢AAA管理会計基準の特質｣日本会計研究学会　昭和46年9月
｢管理会斤目二関する『鵜礎的会計理論』以降の群論的展開｣日本会計研究学会　耶和50勺:-5月
｢ f算管理システムの研究｣日本会計研究学会　肺軍傾他共同11獅n52年5月
｢CASSの原価計算払準　一一わがITkH訳価計賃基準との対比において｣日本原価計算研究学会　昭和52年9Jl
｢CASBJi;I:flF帽卜算基準　-わがLd原価計算准準との対比において-｣ 『日本原価.汁賃研究学会誌』昭和52年-12月
｢原価計貨対象の変速(=本会.汁関東部会統　-課題発表)｣日本会計研究学会　昭和52年12Jj
l~原価.汁筋対象の変速｣日本会計研究学会l咋捕I53年3日
｢ Tp算管稚システムの研究(スタディ･グループ報告)｣日本会計研究学会　肺畢傾他　昭和53年9月
｢収佃.汁常長準特別委員会報;lr｣日本会計研究学会特別委員会報;1.l･岡本晴他　昭利53年9月
Performance Measurement Techniques and GooI Setting･ ･ tA Comparison of American and Japanese Practices
(with lJarry N.Killough& Robert M.Brown) Pan一一Punific Conference ll欄158年'･11jj
｢多ll.['IfかI:JqIの原価計算｣ 『原価計算』第278ぢ-　日本原価計賃学会　昭和60年2月
｢ソフトウエア原価計算の原理｣(特別委i-i会報'L--責L:『規代原価計筒の課趨ーE)日本会計研究学会　昭和61年7月
｢符用会計研究の)i法(統･論題)｣日本会.汁研究学会　昭利61年7月
｢情報化社会と原価計算　高度惰J-報化社会における原価計算の課趨(スタディ･グループ報告)｣日本会計研究学会
昭和61年7Jj
｢FAの進展とマネジメントコントロール｣日本締常J､芦会　昭和61年9月
｢ソフトウェアの資産性と開示について｣　日本会計研究学会　閃央部会報;1.'･昭和62年ミ211
｢情報化社会と原価計算｣日本会計研究学会仝Ikl大会　スタディ･グループ主査　青木茂男氏の代行　昭和62年5月
いノフトウェア粧価計算と基準｣目本会.汁研究学会　mfi利63年9月
｢ハーバード大学コロキュアム発表　′lne Influence of Factory Automation on Management Accounting
Practices : AStudy oりapanese Companies.｣ハーバード大学ビジネススクール　平成元年1月
｢クーパーズ･アントライブランドtt1-柑大会発表Japanese Management Accounting Practices in Advanced
Manulacturing Environments｣公認会.汁士クーパーズ･アンド･ライブランド世界入会､T城J亡年9Jj
IJハーバード入学におけるケース･スタディ｣経営教育`?I:会1;･成2年9FJ
｢製造環境の変化と管理会計｣ H本会.汁研究'-Ir:会　関東部会11'--成2勺ミ12月､『会.汁』第139巻　第5号　平成3勺ミ5Jj
｢アメT)カ窄埋会計の鹿本的特徴｣　一橋入学(統　一論趨　日本会計研究学会仝t皐Ⅰ大会) 1'-･成3年9月
｢CIM投資の採算計算｣東京Ⅰ二紫人.､;I:(OR MS学会) 'l':成3年11H
｢ソフトウェア会計基準制芯のlrJ一能性｣明治入学　日本会計研究学会　関東部会､ド成3年11)]
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｢新しい企業環境における原価管理のあり方｣日本会計研究学会特別委口会報告番11':成4q:･10月
｢会計環境の変化と管現会計理論の現代的課題｣ 『会計』第143巻　　第2号　平成5年2月
｢CIM投資効果の評価｣ 『奄了･情報通信学会誌』平成5年4月
｢新しい企業環境下における船価管理システムのあり方｣神J l一大学　日本会計研究学会特別委員会報T.J･平成5年911
｢わが川企業における経理組織の実証的研究｣ ll傑学院人･､芦　日本会計研究学会　竹本達広･辻TF_雄　平成6年6月
｢日米の競争力比較　-管稚会計の視点から一一一｣研究.技術学会報T.A-(於:こまばエミナース)平成7年6月
｢節理会計の硯状と課題｣広島修道入学　日本会計研究学会報告　､ド成7年9月
｢コーポレートレピュテーション研究のJtIl:界への貞献のlTJL能性　-一歴史的アプローチによる将来の研究の予測にもとづいて-｣
日本会計研究学会関東部会､F'-･成18年12JJ
その他
一翻訳･監訳
1^j郎監査報洋書のl二手な古き)j　日本内部監食入協会　uJuJ利41年9月
アメリカ空軍の原価引T(げ連動　H本内部虻査人協会IITl和41年91J
価値分析によるコスト低減　日本内部監査人協会　uJuJ4-日41年12月
牡鹿管理機能の業務監査　日本内部監査人協会　昭和42年4JJ
屯子計算組織のプログラミングと内部監査　日本内部監査人協会　昭和42年4日
統計的試査の証拠能ノ)に関する･考察II本内部監査人協会　昭和42年81J
電√l,汁算機のマネジメントと内部監査　日本内部qL=.査人協会　昭和42年8月
内部監企人のための教育PR資料　日本内郡監杏人協会　u綱目42イド8月
El)Pの監査への影響　日本内部監査人協会　HTiflI143年2日
監査とコンピューター　日本内部監査人協会　昭和43年三3月
El)P内部R',I査のてびき　アメリカ内部監査人協会鮎　青木繁男監訳共弟: lJl作目43年7月
Er)P｢加Ylri監査に関する内外参考資料　H本内部監杏人協会　昭利43年7))
内部監仙二関する実態調香　日本内部監査人協会11,A･若　HJLil.日44年4月
E.D.P.システムにおけるイく1仁　日本内部監査人協会　F榊u44年6月
内部監香の統合と専門化　日本内部監査人協会　昭利44ili6jI
業務監査への挑戦　日本内部監査人協会　共著　昭和44年12)∫
公認内部監査I:制度設定の利点　日本内部監査人協会　昭利45年4))
『IiD.P.内部監査の手引き　改訂版』日本内洋Ii監査人協会　H糾口45年7月
プロミッチ-ビマ一二茸･碓井監訳『現代の符坤会計　一単二新と漸進一一』 l口は舘　平成10年lJJ
ロバートS.キャブラン-ロビン･クーパー紫･横井通哨測lコスト戦略と業柿管理の統合システム』ダイヤモンド社　平成10年1(捕
翻訳:ノ-クス捌ITコスト管iql..』東洋経済新報社　平成13年9月
翻訳:キャブラン･ノートン器『戦略バランストスコアカード』射洋経済新報社､ド成13叫9)i
M.Jt(駁訳斤)『事業部制の業続評帆月　東汀紬荷新紬社､平成17勺--2月
テリー･ハニングトン著『コーポレート･レピュテーション　一一測定と符和一』ダイヤモンド社　共著　平成17年･5月
Qi./i訳『概略マップ』ランダムハウス講談什　平成17年12月
古,洋･解脱等
書評･谷武辛苦｢Jlt業郎業績の測定と竹押｣ 『lkr民経済雑誌』第157巻　第2り-　神Il'入学　昭和63年21J
翫､l;-･西洋情著｢原価低減の会計と幣稚｣ 『介葉会計』Vol.40　No.4　町用[63イI･'-4JJ
258
｢ソフトウェア会計実務指針(莱)の解説(1) (2)｣ 『旬刊　綿捜情報』No.647､648　平成4年3月
｢ソフトウェア会計実務指針(莱)について｣ 『COFRIジャーナルⅠ‖No.7　平成4年7月
詩評･蔵本敏郎著｢米凶管理会計論発達LkJ 『会.汁』第144巻　第1号　平成5年7月
を評･岡野浩著｢日本的管理会計の展開｣ 『会計』第149ぢ-　第2ぢ･平成8年2月
書評･木卜昭獄編著｢政府･非営利企業会計｣ 『専修経営学論集』第63号　平成8年9月
貴評･西村優子著｢研究開発戦略の会計情報｣ 『企業会計』Vol.53　No.6　平成13年6月
再許･減速俊輔編著｢知的財産｣ 『企業会計』平成14年12月
~翫平･星野優太著｢11本企業の業績評価システム｣ 『会計』Vol.164　No.1共著ili･成15年7月
書評･小林啓孝著｢デルパテイブと1)アル･オプション｣ 『旬刊　経矧満報』Vol.164　No.1共著　平成15年三8月
｢原価計算システムの統合と意思決定原価｣(n山論文)産業経理協会　昭和46年A･6)j
｢AAA管稚会計委H会報;I,J･書の特質｣(論稿) 『日本会計学会誌』森llI斉店　昭和47年3月
｢アメT)カの管理会計蒐準｣解説､訳文および訳詐『専修経営学論集』第15号　昭和49年4月
訳著｢AAA原価管坪会計鹿準｣中央経済社　昭和50年9月
｢管稚会計卜のリバレンス概念の実践的意義　- AAA管理会計関係報告書を中心にして-｣
『産業経理』Vol.35　No.12　産業締理協会　昭和50年12月
｢喫約価格算定のための原価計算基準｣-原価計算基準審議会(CASB)の研究(その1)-
『原価計骨』第191-ぢ･(日本原価計算ノア:会特別iI　第1冊)昭和51年5月
｢紺H',な思決定のための原価計算　一原理と計算法｣ 『税経セミナー』昭和52年1月
カースパーク･ホープ著｢インフレーショントでの介業の投資決定｣(毎月) (文献紹介) 『原価計算』第230弓･～
昭利54イ[:-9FJ
｢『原価計算甚準』の基本的性格と基礎概念｣(学会発衣論文) 『会計』昭和57年11J]
｢最適の経常戦略のための負債額の決'jii法｣(資料) 『DIAMONDハーバードビジネス』共著　昭和57年12月
｢わが社のT,算管理をふり返って｣(シンポジウム) 『QM』第4冒-　昭和58年2月
｢文献学説による原価計算論の研究｣第2節　第1章(I)､第3章(3)(6)(編若)中央締済社
井本茂男編斧(幹事:楼Jl適崎)火葬　昭和58年4JJ
｢わが国原価計算の実態(1)(2)(3)(4)｣(雁談会･Tlj会) 『旬刊　経理情報』日嗣n58年5JJ
｢ソフトは資産か費用か｣日本経酒新聞　経済教室(S60.9.14)昭和60年11月
｢テレコム税制基本問題研究会　申開報千.1について｣ 『旬刊　経稗情報』 No.462　昭和61年9月
｢産什117':の協ノJで新手法の開発を｣ 『DIAMONDハーバードビジネス』昭和63年3月
｢日本の資本コストは不当に安いのか｣ 『DIAMONDハーバードビジネス』 August / September, 1992　平成4年9Fi
｢情報処稚部門費の原価管理｣ 『租税研究』第5177ni　平成4年11月
｢ソフトウェアの会計処理と実務｣ 『租税研究』第523号　平成5年5月
｢経理縦織の効率化をめざして｣(通訳･解説) 『租税研究』第524号1'-1成5年6月
｢トータルクオリティマネジメントの日本企業へのインパクト　ーアメ1)カ企業の反撃とTQMの確屯一｣
『馴峯経営学論集』第60与ナ　平成6咋3)j
Managerial SigniGcance of Activity-Based Costing and Activity一一Based Cost Management
『専修経営学論集』第591ナ　平成6年10Jj
｢経理糾織の変革とその父態｣ 『企業会計』Vol.46　No.10 1;･成6年1O)j
｢わがl玉)管押会計の現状と諜過｣ 『税縦通信』Vol.50　No.1平成7年1月
｢lRI際節理会計の現代的課題｣ 『JICPAジャーナル』Vol.7　No.1平成7iIL-･lJj
｢1ドル-100日時代の経営と経理　新春特別企画｣ 『旬刊　経矧青報』No.742 1月10･20日合併号　平成7年1月
Concept and Uses of Life-Cycle Costing for Management 『経営研究所年報』No.19　平成7年3月
259
｢ソフトウェア担保融資研究会報IFL'･酋｣情報処理振興事業協会(座長:楼井通晴)平成8年-･3月
｢ダウンサイジングに対l,tこした原価管理の調香研究　-オープンシステムにおける情報化投資の評価とソフトウェアの価値と価
格- ｣情報サービス産業協会(委員長:棟井通哨) i'lJ戊8/1-1･311
『｢経常管理に関する調宜研究｣報告割(税務小委員会の嬢長として報告斉をまとめたもの)
日本パーソナルコンピュータ協会(座長) -l'-･成10年2月
｢日本におけるABC導入の現状(調査)｣｢アメリカのIk状｣｢総括｣ (報粁杏) 『｢経常管矧こ関する調査研究｣報告再』
日本パーソナルコンピュータ協会　平成11年3月
編著『管理会計辞典』同文舘　平成12年3JJ
｢ソフトウェア会計基準､実務指針と税法(卜)｣ 『税経通信』Vol.55　No.7　774 ir''-成12年6月
｢ソフトウェア会計基準､実務指針と税法(下)｣ 『税綻通11,号』Vol.55　No.7 /775　平成12年7日
｢専修大学会計学研究所　創､1/.50周年記念シンポジウム･記念講演会｣ 『経常ノーIJ'･研究所所報』専修大学会計学研究所
平成13年3月
監修『地方自治体の2007年問題』官公庁通信社11'-･成17年8月
巻頗言｢自書ff体版市場化テストで官比協業推進を｣ 『新風』平成18年1月
